
佐用郡佐用町長尾字四反田７６８番７外

戸建住宅地

農家住宅、中規模一
般住宅が混在する地
域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 90 30 戸建住宅地

-

都計外

人口減少や少子高齢化による影響が大きく、住宅需要は全体的に
低調であり、郊外の農家集落等の過疎化が加速している。

中心地からやや離れた住宅地域であり、地域要因に大きな変動は
ないものの、少子高齢化、地域経済情勢等により需要は弱い状況
である。

個別的要因に変動はない。

近隣地域及び周辺の類似地域は、不動産収益を前提とした賃貸市場が形成されておらず、適正な収支の把握もできないこと
から収益還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代替不動産に係る取
引事例を基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって、比準価格を採用し、標準地及
び指定基準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

一般住宅と農家住宅が混在する住宅地域であり、地価水準に大きな影響を及ぼす地域要因は見られないものの、少子高齢化
や地域経済情勢等を踏まえると、地価は下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 23,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

22,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

上郡 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

+8.0

+8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ佐用駅　　　　　
北方 1.2km

ＪＲ佐用
1.2km

(8)

西8m町道

都計外

（その他）　　　　

特にない ８ｍ町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

331

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 320  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

22,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

25,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-5.2％ ％

112.0 ］

96.8［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

22,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

佐用（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-6.0

-3.0

-25.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

16,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

68.4 ］

93.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 20日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

7,280,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 22,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は佐用町及び周辺市町の住宅地域である。需要者は地元の居住者が中心で、世帯分離に伴うものや地縁者間の取
引が主であり、圏外からの転入者は限定的である。供給は空家や未利用地が増加しており取引量は少ない。類似地域内の需
給動向は、人口減少や少子高齢化による影響が大きく、全体的に低調である。中心価格帯は、画地規模が様々であることや、
地縁者間での個別事情も含まれることがあるため見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社アレイズ兵庫事務所

川端　良明



佐用郡佐用町佐用字間島田２８５２番１１

戸建住宅地

中小規模の住宅が多
い中に、店舗等も混
在する住宅地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北110 40 30 80 戸建住宅地

-

都計外

町内の人口は減少しており、減少率が県平均を大きく上回ってい
る。高齢化率も県下１位と県平均よりかなり高い割合となってい
る。

地域要因に大きな変動はない。

個別的要因に変動はない。

当該基準地は画地規模が小さいため、共同住宅の想定は非現実的であり、収益価格の試算は行っていない。比準価格につい
ては、５事例とも当該基準地と同じ佐用町内の住宅地事例を選択しているため、信頼性が高く、市場性を反映しているもの
と判断する。近隣地域等の取引は居住性や快適性を重視した自用目的が中心であるため、比準価格を採用して鑑定評価額を
上記のとおり決定した。なお、地価公示標準地及び指定基準地とは概ね均衡を得ているものと判断する。

［

［

住宅
Ｗ２

戸建住宅地域として概ね熟成しており、現状の居住性をほぼ維持するものと予測する。地価は人口動態や地域経済の低迷等
の影響により下落基調が継続するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 28,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

26,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

上郡 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+3.0

-10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ佐用駅
北方 340m

ＪＲ佐用
340m

(8)

南4m町道

都計外

（その他）　　　　

特にない ４ｍ町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

128

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

26,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

25,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-5.4％ ％

94.6 ］

96.8［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

25,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

佐用（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-8.0

-35.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

16,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

59.8 ］

93.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 2日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

3,390,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 26,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏内は佐用町及び周辺市町の住宅地域。需要者の中心は同一需給圏内の居住者であり、圏外からの転入者は少ない。
既成住宅地域が多く、取引当事者が隣接近隣所有者や地縁者に限られる傾向が強いため、需給・取引ともに低調で、弱含み
でもある。また、少子化、高齢化及び過疎化の進展により空家問題が顕在化している地域が年々増加している。取引される
規模・形状等が多様であるため、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社しらさぎ鑑定所

吉田　勉



佐用郡佐用町平福字中町東側４８７番１外

戸建住宅地

中規模一般住宅に店
舗兼住宅が混在する
住宅地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北75 70 135 120 戸建住宅地

-

都計外

人口減少や少子高齢化による影響が大きく、住宅需要は全体的に
低調であり、郊外の農家集落等の過疎化が加速している。

風情な町並みが残る旧宿場町であり、地域要因に大きな変動はな
いものの、少子高齢化、地域経済情勢等により需要は弱い状況で
ある。

個別的要因に変動はない。

近隣地域及び周辺の類似地域は、不動産収益を前提とした賃貸市場が形成されておらず、適正な収支の把握もできないこと
から収益還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代替不動産に係る取
引事例を基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって、比準価格を採用し、標準地及
び指定基準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

旧宿場町の名残が見られる地域であり、地価水準に大きな影響を及ぼす地域要因は見られないものの、少子高齢化や地域経
済情勢等を踏まえると、地価は下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 16,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

15,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

宍粟 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

-2.0

+3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

智頭急行平福駅　　　
北方 370m

智頭急行平福
370m

(8)

西6.5m町道

都計外

（その他）　　　　

特にない ６．５ｍ町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

380

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 32.0  ｍ、　規模 380  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

15,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

16,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.1％ ％

104.0 ］

98.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

15,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

佐用（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

-3.0

+5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

16,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

97.8 ］

93.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 20日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

5,930,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 15,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は佐用町及び周辺市町の住宅地域である。需要者は地元の居住者が中心で、世帯分離に伴うものや地縁者間の取
引が主であり、圏外からの転入者は限定的である。供給は空家や未利用地が増加しており取引量は少ない。類似地域内の需
給動向は、人口減少や少子高齢化による影響が大きく、全体的に低調である。中心価格帯は、画地規模が様々であることや、
地縁者間での個別事情も含まれることがあるため見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社アレイズ兵庫事務所

川端　良明



佐用郡佐用町下徳久字上宿９５３番

戸建住宅地

中規模一般住宅、農
家住宅が混在する住
宅地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 140 20 170 戸建住宅地

-

都計外

町内の人口は減少しており、減少率が県平均を大きく上回ってい
る。高齢化率も県下１位と県平均よりかなり高い割合となってい
る。

地域要因に変動はないが、既成住宅地域であり、周辺を含めて取
引がほぼ皆無である。

個別的要因に変動はない。

当該基準地は既成住宅地であり、共同住宅等の収益物件は皆無に等しいため、収益価格は試算できなかった。比準価格につ
いては、５事例とも同一需給圏内の類似地域に存する取引事例を選択しているため、信頼性が高く、市場性を反映している
ものと判断する。近隣地域等の取引は居住性等を重視した自用目的が中心であるため、比準価格を採用して鑑定評価額を上
記のとおり決定した。なお、地価公示標準地及び指定基準地とは概ね均衡を得ているものと判断する。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は既成住宅地域であり、現状の居住環境をほぼ維持するものと予測する。地価は人口動態や地域経済の低迷等から
下落基調が継続するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 12,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

11,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

宍粟 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+11.0

0.0

+25.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播磨徳久駅
東方 700m

ＪＲ播磨徳久
700m

(8)

南3m町道

都計外

（その他）　　　　

特にない ３ｍ町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

466

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

11,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

16,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-6.4％ ％

138.8 ］

98.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

11,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

佐用（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-1.0

+30.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

16,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

133.8 ］

93.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 2日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

5,450,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 11,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏内は佐用町及び周辺市町の住宅地域。需要者の中心は同一需給圏内の居住者であり、圏外からの転入者は少ない。
既成住宅地域や集落地域が多く、取引当事者が隣接近隣所有者や地縁者に限られる傾向が強いため、需給・取引ともに低調
かつ弱含みである。また、少子化、高齢化及び過疎化の進展により空家問題が顕在化している地域が年々増加している。取
引される規模・形状等が多様であるため、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社しらさぎ鑑定所

吉田　勉



佐用郡佐用町福吉字田中７４５番４

農家住宅地

農家住宅、一般住宅
等が見られる住宅地
域

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北75 100 50 55 農家住宅地

-

都計外

人口減少や少子高齢化による影響が大きく、住宅需要は全体的に
低調であり、郊外の農家集落等の過疎化が加速している。

地域要因に大きな変動はないものの、少子高齢化や利便性が劣る
地域性により需要は弱い状況である。

個別的要因に変動はない。

近隣地域及び周辺の類似地域は、不動産収益を前提とした賃貸市場が形成されておらず、適正な収支の把握もできないこと
から収益還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代替不動産に係る取
引事例を基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって、比準価格を採用し、標準地及
び指定基準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

背後に農地が広がる農家集落であり、地価水準に大きな影響を及ぼす地域要因は見られないものの、少子高齢化や利便性が
劣る地域性により住宅需要は弱く、地価は下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 8,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

7,510

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

上郡 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+10.0

+38.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ上月駅　　　　　
西方 4.2km

ＪＲ上月
4.2km

(8)

南西5m町道

都計外

（その他）　　　　

特にない ５ｍ町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

240

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

7,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

11,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-6.2％ ％

144.2 ］

96.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

7,620

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

宍粟（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

+1.0

-22.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

6,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

82.7 ］

95.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 20日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

1,820,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 7,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は佐用町及び周辺市町の住宅地域である。需要者は地元の居住者が中心で、世帯分離に伴うものや地縁者間の取
引が主であり、圏外からの転入者は限定的である。供給は空家や未利用地が増加しており取引量は少ない。類似地域内の需
給動向は、利便性の劣る農家集落では過疎化が進み、不動産の処分が困難な状況にある。中心価格帯は、画地規模が様々で
あることや、地縁者間での個別事情も含まれることがあるため見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社アレイズ兵庫事務所

川端　良明



佐用郡佐用町三日月字三本松７０４番６

戸建住宅地

中規模一般住宅に空
地も介在する住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北90 50 60 70 戸建住宅地

-

都計外
土砂災害警戒区域

町内の人口は減少しており、減少率が県平均を大きく上回ってい
る。高齢化率も県下１位と県平均よりかなり高い割合となってい
る。

地域要因に大きな変動はない。

個別的要因に変動はない。

当該基準地は既成の戸建住宅地であり、共同住宅等の収益物件は皆無に等しいため、収益価格は試算できなかった。比準価
格については、５事例とも当該基準地と同じ佐用町内の住宅地事例を選択しているため、信頼性が高く、市場性を反映して
いるものと判断する。近隣地域等の取引は居住性や快適性を重視した自用目的が中心であるため、比準価格を採用して鑑定
評価額を上記のとおり決定した。なお、地価公示標準地とは概ね均衡を得ているものと判断する。

［

［

住宅
Ｗ２

周辺には空地があるものの、町内の住宅地需要等からこれ以上の熟成が進むことは期待できないため、概ね現状で推移する
ものと予測する。地価は地域経済の低迷等により下落基調が継続している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 16,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

15,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

宍粟 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+7.0

+1.0

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ三日月駅
南東方 950m

ＪＲ三日月
950m

(8)

南西4m町道

都計外

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ４ｍ町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

331

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 320  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

15,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

16,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-6.7％ ％

105.9 ］

98.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 2日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

5,060,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 15,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏内は佐用町及び周辺市町の住宅地域。需要者の中心は同一需給圏内の居住者であり、圏外からの転入者は少ない。
既成住宅地域が多く、取引当事者が隣接近隣所有者や地縁者に限られる傾向が強いため、需給・取引ともに低調かつ弱含み
である。また、少子化、高齢化及び過疎化の進展により空家問題が顕在化している地域が年々増加している。取引される規
模・形状等が多様であるため、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社しらさぎ鑑定所

吉田　勉



佐用郡佐用町上月字芦谷口５９６番４外

戸建住宅地

大、中規模農家住宅
、一般住宅、店舗が
混在する地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 40 40 55 戸建住宅地

-

都計外
土砂災害警戒区域

人口減少や少子高齢化による影響が大きく、住宅需要は全体的に
低調であり、郊外の農家集落等の過疎化が加速している。

上月駅に近い既成住宅地域であり、地域要因に大きな変動はない
ものの、少子高齢化、地域経済情勢等により需要は弱い状況であ
る。

個別的要因に変動はない。

近隣地域及び周辺の類似地域は、不動産収益を前提とした賃貸市場が形成されておらず、適正な収支の把握もできないこと
から収益還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代替不動産に係る取
引事例を基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって、比準価格を採用し、標準地及
び指定基準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

上月駅に近い既成住宅地域であり、地価水準に大きな影響を及ぼす地域要因は見られないものの、少子高齢化や地域経済情
勢等により住宅需要は弱く、地価は下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 22,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

21,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

上郡 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+8.0

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ上月駅　　　　　
北東方 300m

ＪＲ上月
300m

(8)

西4.5m町道

都計外

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ４．５ｍ町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

186

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 12.0  ｍ、　規模 190  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

21,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

25,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-6.2％ ％

116.7 ］

96.8［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

21,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

佐用（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-3.0

-25.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

16,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

72.0 ］

93.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 20日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

3,920,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 21,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は佐用町及び周辺市町の住宅地域である。需要者は地元の居住者が中心で、世帯分離に伴うものや地縁者間の取
引が主であり、圏外からの転入者は限定的である。供給は空家や未利用地が増加しており取引量は少ない。類似地域内の需
給動向は、人口減少や少子高齢化による影響が大きく、全体的に低調である。中心価格帯は、画地規模が様々であることや、
地縁者間での個別事情も含まれることがあるため見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社アレイズ兵庫事務所

川端　良明



佐用郡佐用町久崎字中河原１７８番１

戸建住宅地

農家住宅、一般住宅
の混在する住宅地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 105 60 110 戸建住宅地

-

都計外

人口減少や少子高齢化による影響が大きく、住宅需要は全体的に
低調であり、郊外の農家集落等の過疎化が加速している。

久崎駅に近い既成住宅地域であり、地域要因に大きな変動はない
ものの、少子高齢化、地域経済情勢等により需要は弱い状況であ
る。

個別的要因に変動はない。

近隣地域及び周辺の類似地域は、不動産収益を前提とした賃貸市場が形成されておらず、適正な収支の把握もできないこと
から収益還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代替不動産に係る取
引事例を基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって、比準価格を採用し、標準地及
び指定基準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

久崎駅に近い既成住宅地域であり、地価水準に大きな影響を及ぼす地域要因は見られないものの、少子高齢化や地域経済情
勢等により住宅需要は弱く、地価は下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 17,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

16,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

上郡 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-2.0

-30.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

智頭急行久崎駅　　　
南方 380m

智頭急行久崎
380m

(8)

南東4m町道

都計外

（その他）　　　　

特にない ４ｍ町道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

323

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

16,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

11,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.6％ ％

65.8 ］

96.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

16,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

佐用（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

-5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

16,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

92.2 ］

93.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 20日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

5,330,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 16,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は佐用町及び周辺市町の住宅地域である。需要者は地元の居住者が中心で、世帯分離に伴うものや地縁者間の取
引が主であり、圏外からの転入者は限定的である。供給は空家や未利用地が増加しており取引量は少ない。類似地域内の需
給動向は、人口減少や少子高齢化による影響が大きく、全体的に低調である。中心価格帯は、画地規模が様々であることや、
地縁者間での個別事情も含まれることがあるため見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社アレイズ兵庫事務所

川端　良明



佐用郡佐用町中島字河原田１１２２番４

農家住宅地

県道沿いに農家住宅
、店舗等が散在する
農村住宅地域

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北155 110 90 95 農家住宅地

-

都計外
土砂災害警戒区域

人口減少や少子高齢化による影響が大きく、住宅需要は全体的に
低調であり、郊外の農家集落等の過疎化が加速している。

地域要因に大きな変動はないものの、少子高齢化や利便性が劣る
地域性により需要は弱い状況である。

個別的要因に変動はない。

近隣地域及び周辺の類似地域は、不動産収益を前提とした賃貸市場が形成されておらず、適正な収支の把握もできないこと
から収益還元法の適用は断念した。当該地域は自用のための取引が殆どであり、市場参加者が重視する代替不動産に係る取
引事例を基礎とした比準価格は、市場性が反映された信頼性の高い価格と判断する。よって、比準価格を採用し、標準地及
び指定基準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

背後に農地が広がる農家集落であり、地価水準に大きな影響を及ぼす地域要因は見られないものの、少子高齢化や利便性が
劣る地域性により住宅需要は弱く、地価は下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 8,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

8,150

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

上郡 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-5.0

+4.0

+43.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播磨徳久駅　　　
南西方 1.5km

ＪＲ播磨徳久
1.5km

(8)

北西9m県道､南西側
道

都計外

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ９ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

203

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

8,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

11,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.7％ ％

134.2 ］

96.7［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

+1.0角地

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

8,290

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

宍粟（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-5.0

-20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

6,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

76.8 ］

95.5［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 20日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

1,660,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 8,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は佐用町及び周辺市町の住宅地域である。需要者は地元の居住者が中心で、世帯分離に伴うものや地縁者間の取
引が主であり、圏外からの転入者は限定的である。供給は空家や未利用地が増加しており取引量は少ない。類似地域内の需
給動向は、利便性の劣る農家集落では過疎化が進み、不動産の処分が困難な状況にある。中心価格帯は、画地規模が様々で
あることや、地縁者間での個別事情も含まれることがあるため見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社アレイズ兵庫事務所

川端　良明



佐用郡佐用町上三河字中ノ町１９５番外

農家住宅地

農地の間に農家住宅
が散在する農村地域

10

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 100 40 80 農家住宅地

-

都計外

町内の人口は減少しており、減少率が県平均を大きく上回ってい
る。高齢化率も県下１位と県平均よりかなり高い割合となってい
る。

地域要因に大きな変動はないが、農家集落地域であり、需給が元
来より低調である。

個別的要因に変動はない。

当該基準地は農家集落地であり、共同住宅等の収益物件は皆無に等しいため、収益価格は試算できなかった。比準価格につ
いては、５事例とも標準地と同じ佐用町内の住宅地事例を選択しているため、信頼性が高く、市場性を反映しているものと
判断する。近隣地域等の取引は居住性や快適性を重視した自用目的が中心であるため、比準価格を採用して鑑定評価額を上
記のとおり決定した。なお、地価公示標準地及び指定基準地とは概ね均衡を得ているものと判断する。

［

［

住宅
Ｗ２

農家集落地域であり、当面は現状の居住環境を維持すると予測する。また、人口減少・高齢化や地域経済の低迷等に需要減
少を反映して、今後も地価の下落が続くと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 5,550円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

5,320

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

佐用 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+2.0

-15.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ播磨徳久駅
北東方 12km

ＪＲ播磨徳久
12km

(8)

南西5m県道､三方路

都計外

（その他）　　　　

特にない ５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

394

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

5,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

4,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.7％ ％

88.4 ］

99.0［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0三方路

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

5,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

宍粟（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

+4.0

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

6,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

116.8 ］

95.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 2日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

2,130,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 5,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏内は佐用町及び周辺市町の住宅地域。需要者の中心は同一需給圏内の居住者であり、圏外からの転入者は少ない。
既成住宅地域や既成集落地域が多く、取引当事者が隣接近隣所有者や地縁者に限られる傾向が強いため、需給・取引ともに
低調かつ弱含みである。また、少子化、高齢化及び過疎化の進展により空家問題が顕在化している地域が年々増加している。
取引される規模・形状等も多様であるため、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社しらさぎ鑑定所

吉田　勉



佐用郡佐用町佐用字川向２１６番１

低層店舗地

店舗、事業所のほか
空地も見られる商業
地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北160 150 30 40 低層店舗地

-

都計外

町内の人口は減少しており、減少率が県平均を大きく上回ってい
る。高齢化率も県下１位と県平均よりかなり高い割合となってい
る。

町内の商業地取引が皆無であり、人口減少・高齢化による商圏の
縮小が懸念される。

個別的要因に変動はない。

当該地域及び周辺地域において賃貸専用店舗や賃貸専用事務所といった経済合理性がある収益物件がほとんど見られず、賃
貸市場が未成熟であるため、収益価格は試算しない。自己使用目的の商業地取引が支配的な地域であるため、比準価格の規
範性及び信頼性が高いものと判断する。よって、比準価格を採用し、地価公示標準地及び指定基準地との検討を踏まえて鑑
定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

銀行
ＲＣ１

町内で唯一の商業集積がある地域であり、大きな地域要因の変動はないため、概ね現状で推移するものと予測する。また人
口動態等により商業地需要が減少しているため、地価は下落基調が今後も継続するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 37,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

34,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

上郡 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+2.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ佐用駅
北方 780m

ＪＲ佐用
780m

(8)

北12m国道､背面道

都計外

（その他）　　　　

特にない １２ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,018

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

40.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 1,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

35,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

37,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.1％ ％

105.1 ］

96.7［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

+1.0二方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

35,900

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

たつの（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+8.0

+20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

47,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

129.6 ］

97.9［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 2日 正常価格

令和 元年 7月 3日令和 元年 7月 1日

36,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 35,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は佐用町及び隣接周辺市町に存する商業地域若しくは商住混在地域で、需要者は同一需給圏内に地縁性を有する
個人事業者及び中小法人が大半である。近年は貸地を中心とする駐車場を備えた大型店舗等の進出による影響を受けて、旧
来の店舗用地を含めた圏域内の商業地への売買需給は弱含みが継続している。また、圏域内の商業地自体の取引件数が少な
く、取引される規模等もバラつきがあるため、取引の中心となる価格帯を見出すことが困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

佐用（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

佐用（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第７

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社しらさぎ鑑定所

吉田　勉


